
(R3)
3 石川版移住・起業支援金支給事業費 中小企業者

(R3)

180

4,500

3,000

(R2)

300,000

事業承継相談件数 件
180

本県への移住者数 人
1,500

(R3)

(R6)

中小企業事業承継支援事業 中小企業者

(R2) (R3)

1,430

2
(R2)

実行委員会 18,000

北陸三県連携による伝統産業魅力発信
事業費負担金

実行委員会 3,000

(R2) (R3)

14,269
1 いしかわ伝統工芸フェア開催費補助金

54,024
2

施策２ 課題１ 新商品開発と販路開拓・情報発信 フェア開催期間中の来場者数 人
60,000

(R3)

(R2)

テーブルウェアフェスティバル来場者数 人

(R3) (R2) (R3)

3,199
1

制度融資：経営安定支援融資資金費補
助金（緊急経営支援、小口融資など）

中小企業者 52,302課題３ 金融円滑化対策の推進
県の運転資金の新規実行額（経営安定支援
融資）

百万円

ニーズ対応型の
有利な資金提供

(R3) (R2) (R3)

1,807
1

制度融資：構造改革支援融資資金費補
助金（経営革新等支援、創業者支援融資
など）

28,661

(R3) (R2) (R3)
4 アンテナショップ活用促進事業 中小企業者 63,000

積極的な設備投資の支援
県の設備資金の新規実行額（構造改革支援
融資）

百万円

ニーズ対応型の
有利な資金提供

中小企業者

アンテナショップ来店者数 人
30万人超 146,947

150,000
(R3) (R2) (R3)

1,000 ―
1

経営力強化総合支援アドバイザー派
遣事業費補助金

中小企業者施策１ 課題１ 中小企業の基盤強化のための総合支援
経営力強化総合アドバイザー派遣制度
利用企業数

企業

課題２

対象
予算 決算 事業の

有効性
今後の
方向性（年度） （年度） （千円） （千円）

施策の目標達成に向けて重点的に取り組むべき課題 課題に対する主な取り組み 評価

施策 課題 成果指標 単位
目標値
（年度）

現状値
事務事業

267

(R3) (R2) (R3)
施策３ 商店街の活性化 商業活性化推進基金事業採択件数（累計） 件

277

16,051

(R7) (R2) (R3)
施策２ 伝統産業の振興 伝統的工芸品生産額 百万円

26,334

(R3) (R1) (R3)

評価
（年度） （年度）

施策１ 中小企業の経営安定・強化支援 中小企業（製造業）の一人あたり付加価値額 千円
8,503 8,502

施策の目標 成果指標 単位
目標値
（年度）

現状値

氏名 西村　聡

評価者 組織 職 氏名

施策体系シート（行政経営Ｂシート）

作成者 組織 経営支援課 職 課長
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事業の背景・目的

実施主体

事業の概要

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関

与のあり方等を
踏まえ、今後ど
のように取り組

むのか）

これまでの見直し状況

評価
項目 評価 左記の評価の理由

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含め、
この事業が課
題解決に役
立ったか）

事業費累計 0 0 0 150,000

75,000
決算

150,000
決算

【派遣対象】　県内に事業所を有する中小企業
【派 遣 枠】　 ５，０００回（過去最大）
【補助対象】　外部専門家の謝金及び旅費（補助率10/10、企業負担なし）
【特　　徴】　 　・一貫したサポートを実施するため、派遣回数の上限なし
　　　　　　　　  ・多様なニーズに対応するため、複数の専門家の派遣が可能

事業費
予算

一般
財源

予算

商工会、商工会議所、中小企業団体中央会、ＩＳＩＣＯ
事業費

（単位：千円） 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

1000
令和３年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

　コロナ禍で厳しい経営環境に打ち克つために意欲をもって取り組む県内企業を強力に支援するため、
企業の早期の業績回復を図る段階から前向きな事業に積極的に取り組み成長に繋げていく段階まで、
その企業活動を一貫してきめ細かく支援する必要がある。
　企業の様々な経営課題に対処するための専門家派遣制度（「経営力強化総合支援アドバイザー派遣
制度」）を創設し（これまでの「企業ドック推進事業」や「生産性向上トレーナー派遣事業」等を再編）、資
金繰りの対策から、回復・成長に向けた新たな取り組み（新分野進出、販路開拓等）など、企業の状況に
応じた適切な処方箋を提供する。これにより、事業継続の模索段階から、新商品・新サービス開発といっ
た「生み出す」段階、販路開拓といった「売る」段階に至るまで、企業活動を一貫してきめ細かく支援して
いく。

課題 中小企業の基盤強化のための総合支援
指標 経営力強化総合支援アドバイザー派遣制度利用企業数 単位 企業

目標値 現状値

4457

施策・課題の状況
施策 中小企業の経営安定・強化支援 評価

経営支援課
根拠法令
・計画等

職・氏名 主任主事　岩井　貴一
電話番号 076 225 1525 内線

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事務事業名
経営力強化総合支援アドバイザー派遣事業費補
助金

事業開始年度 事業終了予定年度 作
成
者

組　　織
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事業の概要

１．実施主体
（公財）石川県産業創出支援機構

２．事業の内容

H28：個別相談会の開催（追加）
R元：経営者向け意識啓発セミナー、個別相談会の開催回数の増

12,799

今後の方向性
（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

これまでの見直し状況

評価
項目 評価 左記の評価の理由

事業の有効性
（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

決算 2,000 3,000 3,000
事業費累計 4,799 6,799 9,799

3,000

15,799

一般
財源

予算 2,000 2,000 3,000 3,000 3,000
2,000 3,000 3,000

事業費
令和３年度令和２年度

事業費
予算
決算

1,799

2,000 2,000 3,000 3,000
　事業承継の促進に向けた普及啓発
　　・経営者向け意識啓発セミナー、個別相談会の開催等

（単位：千円） 平成29年度 平成30年度 令和元年度

1,799

180 119 152 164 180
令和 ３ 年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

　事業承継については、中小企業経営者の高齢化の進展、人口減少の進行から全国的に事業を承継する後
継者の確保が困難化している。本県においても同様の状況であることから、事業承継の問題を認識していな
い経営者・問題を抱えながらも着手が進まない経営者に対して、普及啓発を行い、事業継続への気づきの機
会を提供し、事業承継の促進を側面から支援する。

課題 中小企業の基盤強化のための総合支援
指標 事業承継相談件数 単位 件

目標値 現状値

4457

施策・課題の状況
事業の背景・目的 施策 中小企業の経営安定・強化支援 評価

経営支援課
根拠法令
・計画等

職・氏名 主事　吉田　崚人
電話番号 076 225 1525 内線

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事務事業名 中小企業事業承継支援事業
事業開始年度 H27 事業終了予定年度 作

成
者

組　　織
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今後の方向性
（県民ニーズ、
緊急性、県関
与の在り方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

評価
項目 評価 左記の評価の理由

事業の有効性
（費用対効果

の観点も含め、
この事業が課
題解決に役
立ったか）

事業費累計 0 0 3,835 5,938 10,438

2,250
決算 0 0 1,921 1,052

一般
財源

予算 0 0 5,500 2,250
決算 0 0 3,835 2,103
予算 0 0 11,000 4,500 4,500

事業の概要
　（公財）石川県産業創出支援機構（以下「ＩＳＩＣＯ」という）を通じて、地域の活性化や地域が抱える課題
解決に資する幅広い事業分野の起業を支援し、起業者が抱える開業に伴う課題解決に向けた伴走支援
を行うとともに店舗設備費などの一部開業資金に対して補助を行う。

　
　　支給対象者 ： 東京23区に5年以上在住もしくは通勤していた者で、本県に移住し、
　　　　　　　　　　　 ISICOの支援を受けて起業する者
 
　　対象事業   ： 地域の課題解決に資する社会性・事業性・必要性の要件を満たす事業

　　助 成 額   ： 最大2,000千円(補助率1/2)
　　　　　　　　　　　※移住支援金と合わせると最大3,000千円

　　負担割合 ： 国：1/2　県：1/2

     対象人数 ： ２名程度

事業費
（単位：千円） 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

事業費

1,500 1,020 1,182 1,390 1,430
令和 ６ 年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

　国において、東京一極集中の是正及び地方の担い手不足対策のため、地方における起業、ＵＩＪター
ンによる起業・就業者を創出する地方公共団体の取組を地方創生推進交付金で支援する「わくわく地方
生活実現政策パッケージ」を創設。

　県としては、国の制度を活用し、東京２３区（５年以上在住もしくは通勤していた者）から本県に移住し、
起業を希望する者に対して、財政支援等する「石川版移住・起業支援金制度」を創設し、本県人口の社
会増、並びに地域経済のさらなる活性化など地域の課題解決に資する起業を後押しする。

課題 中小企業の基盤強化のための総合支援
指標 本県への移住者数 単位 人

目標値 現状値

4488

施策・課題の状況
事業の背景・目的 施策 中小企業の経営安定・強化支援 評価

商工労働部経営支援課
根拠法令
・計画等

職・氏名 主事　吉田　崚人
電話番号 076 225 1525 内線

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事務事業名 石川版移住・起業支援金支給事業費
事業開始年度 R1 事業終了予定年度 作

成
者

組　　織
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事業の背景・目的

事業の概要

事業の有効性
（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

今後の方向性
（県民ニーズ、
緊急性、県関
与の在り方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

評価
項目 評価 左記の評価の理由

【JR東日本ならではの事業】
ＪＲ東日本グループならではの、駅や電車といった鉄道インフラを活かした広報を実施
　・ＪＲ山手線内の電子公告（トレインチャンネル）
　・雑誌とタイアップした広告
　・乗降者の多い駅等で継続的に実施

【首都圏で売れる商品の選定】
専門家等からなる商品選定員会を開催し、首都圏で売れる商品を発掘・評価・選定する
（アンテナショップで販売する商品は、JR東日本企画が公募し、外部専門家からなる同委員会で
の審査を経て選定）

【経営分析・運営改善】
県や専門家等からなる運営管理委員会を毎月開催
経営分析データをもとに販売状況や収益評価等を月次、四半期、半期ごとにチェックし、運営に
反映

【県内事業者による店頭テストマーケティングの支援】
ISICO販路開拓アドバイザーと連携し、実演販売を支援

事業費累計 34,131 44,004 53,925 104,925 166,925

62,000
決算 7,976 9,873 9,921 51,000

一般
財源

予算 8,000 10,000 10,000 63,000

10,000 63,000 62,000
決算 7,976 9,873 9,921 51,000

事業費
（単位：千円） 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

○石川県アンテナショップ概要
　　・名　　称　　いしかわ百万石物語・江戸本店
　　・場　　所　　東京都中央区銀座2－2－18
　　・規　　模　　地下1階　30.03坪（ 99.27㎡）
　　　　　　　　　地上1階　31.84坪（105.25㎡）
　　　　　　　　　地上2階　39.40坪（130.24㎡）
　　　　　　　　　　　　計101.27坪（334.76㎡）
　　・運営会社　ジェイアール東日本企画㈱

30万人超 245,897 224,344 140,811 146,947

事業費
予算 8,000 10,000

令和3年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

課題 中小企業の基盤強化のための総合支援
首都圏において、石川県が誇る特色ある食、歴史に裏打ちされた伝統工芸品、豊富な観光資源な
ど様々な魅力を戦略的に発信していくために、広報や取扱商品の選定などを実施し、アンテナ
ショップの情報発信機能をさらに高める。

指標 アンテナショップ来店者数 単位 人
目標値 現状値

4456

施策・課題の状況
施策 中小企業の経営安定・強化支援 評価

経営支援課
根拠法令
・計画等

職・氏名 主事　川田　諒
電話番号 076 225 1525 内線

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事務事業名 アンテナショップ活用促進事業
事業開始年度 Ｈ２７ 事業終了予定年度 作

成
者

組　　織
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事業の背景・目的

事業の概要

(1) 地域商工業活性化融資

(2) 経営革新等支援融資
経営環境の変化に積極的に対応するための資金

(3) 事業転換支援融資
既存事業の転換、多角化を行うための資金

(4) 創業者支援融資
新しく独立開業するための資金

これまでの見直し状況
平成１４年度 ：

平成１６年度 ： 制度簡素化のため、統合及び改正
平成１７年度 ： 設備資金の融資期間延長　１０年から１５年に
平成20年度 ： 経営革新等支援融資、事業転換支援融資及び創業者支援融資に格差対策分を追加
平成21年度 ： 事業転換支援融資に建設業複業支援分を追加
平成25年度 ： 地域商工業活性化融資（一般分）の投資総額要件（500万円以上）の廃止

経営革新等支援融資（情報技術活用支援分）の廃止
平成26年度 ：

平成27年度 ： 事業転換支援融資（建設業複業支援分）の廃止
平成28年度 ：

平成29年度 ： 地域商工業活性化融資に女性就業促進分を新設

令和元年度 ： 地域商工業活性化融資に事業承継支援分を新設

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事務事業名 構造改革支援融資資金費補助金
事業開始年度 Ｈ８ 事業終了予定年度 作

成
者

組　　織 経営支援課
根拠法令
・計画等

職・氏名 主事　梅本　侑希
電話番号 076 225 1522 内線 4468

施策・課題の状況
施策 中小企業の経営安定・強化支援 評価
課題 積極的な設備投資の支援

経営革新、事業転換、設備等の新増設、新規開業等に対応した積極的な投資を行う企業を利子補給により支援
し、県内産業の構造改革支援と地域商工業の活性化を図る。

指標 県の設備資金の新規実行額（構造改革支援融資） 単位 百万円
目標値 現状値

令和３年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度
ニーズ対応型の
有利な資金提供 1,830 1,912 1,826 1,807

工場、店舗、福利厚生施設、駐車場等の新増設等、機械設備等の導入のための設備資金
事業継承時に必要となる事業資金

事業費
（単位：千円） 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

事業費
予算 39,425 36,239 30,498 30,160 28,661
決算 23,386 19,098 16,548 14,655

一般
財源

予算 39,425 36,239 30,498 30,160 28,661
決算 23,386 19,098 16,548 14,655

評価
項目 評価 左記の評価の理由

事業費累計 812,862 831,960 848,508 863,163 891,824

平成１４年４月からのペイオフ解禁に対応するため、預託金制度を廃止し預託金相当額に対
する利子補給制度に変更

地域商工業活性化融資（一般分、企業活性化支援分）の融資対象者を、創業間もない者（創
業後６カ月以上）にも拡大

創業者支援融資のうち中高年齢者・過疎地域等分を一般分に統合（代わりに、小口零細融資の
創業者支援関係を拡充）

事業の有効性
（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

今後の方向性
（県民ニーズ、
緊急性、県関
与の在り方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）



- -

事業の背景・目的

事業の概要
(1)

小口零細融資・・・・・小口零細企業に対する１００％保証の融資

(2) 小口融資・・・・・特に小規模企業者に対する小口の事業資金

(3) 経営安定支援融資・・・・・売上減少等に対応するための融資
① 一般分 ：

② ：  「中小企業再生支援プログラム」等の対象となった者に対する支援資金

③ ：

④緊急経営 :
　 安定支援分

(4) 連鎖倒産防止・災害対策融資・・・・・

これまでの見直し状況

平成１４年度 ：

平成１６年度 ： 制度簡素化のため、統合及び改正
平成１９年度 ： 能登半島地震対策融資の創設
平成２０年度 ： 経営安定支援融資（資金繰り支援分）の拡充、経営安定支援融資（緊急経営安定支援分）の創設
平成２３年度 ： 経営安定支援融資（東日本大震災対策分）を創設、能登半島地震対策融資の取扱終了
平成２４年度 ： 経営安定支援融資（東日本大震災対策分）の取扱終了
平成２５年度 ： 経営安定支援融資（特別分）の廃止
平成２６年度 ： 経営安定支援融資（緊急経営安定支援分）の認定要件改正
平成２８年度 ：

平成３０年度 ：
令和元年度 ：

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事務事業名 経営安定支援融資資金費補助金
事業開始年度 Ｈ８ 事業終了予定年度 作

成
者

組　　織 経営支援課
根拠法令
・計画等

職・氏名 主事　梅本　侑希
電話番号 076 225 1522 内線 4468

施策・課題の状況
施策 中小企業の経営安定・強化支援 評価

県内の中小企業の経営の安定に必要な資金を円滑に供給することを利子補給により支援し、県内中小企業の経
営基盤の強化に資する。

課題 金融円滑化対策の推進
指標 県の運転資金の新規実行額（経営安定支援融資） 単位 百万円

目標値 現状値
令和３年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

ニーズ対応型の
有利な資金提供 2,661 2,636 3,788 3,199

最近の経済的環境の変化により、一時的に売上の減少等業況悪化している者に対する支援
資金

再生支援
分

事業費
（単位：千円） 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

資金繰り
支援分

事業活動に必要な資金の調達に支障を生じている者に対する、保証付債務の借換等の資
金

事業費
予算 106,754 70,791 51,678 53,062 52,302
決算 67,161 42,040 28,728 28,915

最近の急激な経済的環境の変化により、一時的に売上の減少等業況悪化している者に対す
る支援資金（取扱期間H20.11.12～R4.3.31）

一般
財源

予算 104,996 69,428 50,584 52,165 51,599
決算 65,444 40,677 27,634 28,017

事業費累計 3,735,124 3,777,164 3,805,892 3,834,807 3,887,109
取引先事業者の倒産又は災害により事業活動に支障を生じている
者に対する支援資金

評価

平成１４年４月からのペイオフ解禁に対応するため、預託金制度を廃止し預託金相当額に対す
る利子補給制度に変更

項目 評価 左記の評価の理由

事業の有効性
（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

今後の方向性
（県民ニーズ、
緊急性、県関
与の在り方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

小口零細融資に「創業者支援分」に加え、「女性・若者・シニア創業者支援分」「過疎地域創
業者支援分」を新設

小口零細融資及び小口融資の限度額引き上げ（15,000千円⇒20,000千円）
経営安定支援融資（緊急経営安定支援分）の拡充（新型コロナウイルス感染症への対応）
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事業の背景・目的
  大消費地である東京において本県伝統的工芸品３６業種に関する情報発信と販路開拓を目的とした
合同見本市を開催するもの

事業の概要
・事業主体

石川県伝統産業合同見本市実行委員会
（構成：石川県伝統産業振興協議会、石川県、関係市町）

・参加業種
国指定１０業種、県指定６業種、未指定２０業種

・見本市の概要
会場 東京都内展示ホール、ウェブサイト
期間　 ３日間
対象 一般消費者及びバイヤー
その他、本県の観光、物産等の紹介コーナーを随時設置

・開催実績(R2)　※オンラインを活用して開催
会場　　ウェブサイト、首都圏アンテナショップ　　
期間　　R3.2.1～2.28
来場者数　　ウェブサイトアクセス数　196,835件
　　　　　　　　首都圏アンテナショップ来店客数　14,269人

これまでの見直し状況
・平成１７、20、23年度に事業費削減
・事業内容は毎年見直し
・開催場所

H７から　　県産業展示館
H10　　 　 東京国際フォーラム
H11から　 東京プリズムホール
（H18　 県産業展示館（第23回伝統的工芸品月間国民会議全国大会と併催のため県内開催））

今後の方向性
（県民ニーズ、
緊急性、県関
与の在り方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

評価
項目 評価 左記の評価の理由

事業の有効性
（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

事業費累計 1,865,000 1,882,000 1,899,000 1,906,000 1,924,000

18,000
決算 17,000 8,500 17,000 0

一般
財源

予算 17,000 8,500 17,000 0

18,000
決算 17,000 17,000 17,000 7,000

事業費
予算 17,000 17,000 17,000 17,000

　　　※令和2年度は、見本市開催期間中の首都圏アンテナショップの来店客数

事業費
（単位：千円） 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度
60,000 54,386 41,080 41,960 14,269

課題 新商品開発と販路開拓・情報発信
指標 フェア開催期間中の来場者数 単位 人

目標値 現状値
令和3年度

4489

施策・課題の状況
施策 伝統産業の振興 評価

経営支援課伝統産業振興室
根拠法令
・計画等

職・氏名 専門員　加藤 雄也
電話番号 076 225 1526 内線

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事務事業名 いしかわ伝統工芸フェア開催費補助金
事業開始年度 Ｈ７ 事業終了予定年度 作

成
者

組　　織
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事業の背景・目的
　国際北陸工芸サミットは、文化庁と工芸の一大産地である北陸三県が連携し、北陸の工芸の魅力を
世界に発信する広域的な催しであり、2021年には本県で開催することが決定している。
　このような状況を踏まえ、国際北陸工芸サミットの北陸三県連携事業として、北陸三県が連携し、首都
圏で開催される国内最大級の生活用品見本市（テーブルウェアフェスティバル）に共同出展・共同ＰＲする
ことにより、広く国際北陸工芸サミットの認知度向上を図るとともに、国内外での機運醸成を図り、国際北陸
工芸サミットの成功に繋げることを目的とする。

事業概要
北陸三県連携によるテーブルウェアフェスティバル2022への出展
　・会場：東京ドーム（東京都文京区）
　・期間：2022年2月上旬【9日間】
　・内容：作品展示、実演、ワークショップ等を通じた本県伝統的工芸品のＰＲ

実施主体
北陸三県連携企画事業実行委員会

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事務事業名
北陸三県連携による伝統産業魅力発信事業費負
担金

事業開始年度 H29 事業終了予定年度 組　　織 経営支援課伝統産業振興室
根拠法令
・計画等

職・氏名 専門員　天田　知里
電話番号 076 225 1526 内線 4467

施策・課題の状況
施策 伝統産業の振興 評価
課題 新商品開発と販路開拓・情報発信

指標 テーブルウェアフェスティバル来場者数 単位 人
目標値 現状値

令和3年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度
300,000 288,171 275,061 255,455 54,024

事業費
（単位：千円） 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業費
予算 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000
決算 3,000 2,928 2,700 2,916

一般
財源

予算 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500
決算 1,500 1,428 1,500 1,459

評価
事業費累計 3,000 5,928 8,628 11,544 14,544

今後の方向性
（県民ニーズ、
緊急性、県関
与の在り方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

項目 評価 左記の評価の理由

事業の有効性
（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）


